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第1章 序 論

1.1光 ネッ トワークの発展

光ファイバ通信は、1980年 代より世界的に導入された。現在、国内においては、基幹回線の光 ファイ

バ化がほぼ終了し、いわゆるFTTH(Fiber to The Home)を 目指 して加入者網(ア クセスネッ トワーク)

への導入が始まろうとしている。また、企業内通信,デ ータ転送 に用いられるLAN(Local Area Network)

においても、ギガ ビッ トイーサーネ ッ トやファイバチャネル に代表される様 に、高速光ファイバ通信技

術が導入されつつある。光ファイバ通信技術は、いわゆる情報化社会を支える基幹技術 となっている。

また、現状のあるいは今後のインターネッ トの爆発的普及を考えると、今後光ファイバ通信の重要性は、

増すことになる。本章では、最初 に光ファイバ通信の歴史、言い換えると、光ネッ トワークの発展の歴

史を概観する。光ネ ッ トワークの展開を表1.1に まとめる。

1970年 に米国ベル研究所の林 らが、ダブルヘテ ロ(DH:Double Hetero)構 造を有する半導体 レーザ

の室温連続発振 に成功するとともに、米国コーニ ング社によ り20dB/kmと いう低損失光ファイバが実現

され、 これ らが光ファイバ通信の研究の活発化を促すことになった[1]。1980年 代に入ると、1970年

代の研究成果を受け、基幹回線 における光ファイバ通信の実用化が推進された。音声 トラフィックが主

体であった1980年 代 に対 して、1990年 代 に入るとデータ トラフィックが急増する。ちなみに、音声 ト

ラフィックの成長率が年率8%で あったのに対 して、データ トラフィックの成長率は、年率35%と 予測

されている。情報化社会を支えるインフラス トラクチャとしての光ネ ッ トワークの重要性が益々増 して

いることが分かる。

基幹回線 における光 ファイバ通信システム導入の経過を見ると、国内では、1981年 よ り伝送速度

6～100Mb/sの 光ファイバ伝送システムの導入が始まり[2]、1985年 には、伝送速度400Mb/sの 旭川 ・

表1.1光 ネ ッ トワークの展開



鹿児島間(全 長3,400km)の 日本縦貫ルー トが完成 している[3]。また、国際通信 においては、1989年

に、伝送速度280Mb/sの 太平洋域初の光海底ケーブルである第三太平洋横断ケ-ブ ル(TCP-3)と 第四

ハ ワイケーブル(HAW-4)が 運用開始 され[4]、1992年 には、伝送速度560Mb/sの 第四太平洋横断ケー

ブル(TCP-4)が 運用開始された[5]。また、1996年 と1997年 には、伝送速度5Gb/sの 第五太平洋横断

ケーブルネ ットワーク(TPC-5CN)と アジア太平洋ケーブルネッ トワーク(APCN)が それぞれ運用開

始 された[6,7]。

波長分割多重(WDM:Wavelength Division Multiplexing)に ついて見ると、1990年 代に北米を中心 に

実用化が進んだ。1990年 代のデータ トラフィックの増加 に対 して、北米では、光 ファイバの利用率に余

裕が無 く、新規に光ファイバを敷設するよ り、波長分割多重(WDM)通 信システムを導入する方が経

済的であったため、波長分割多重(WDM)へ のニーズが高かった。これ に対 し、国内では、光 ファイ

バの利用率 に余裕があったため、米国の様に波長分割多重(WDM)通 信 システムの導入を急ぐ必要が

無かった。更に、国内では、NTTが 分散シフ ト光ファイバを敷設 していたため、(Erド ープ光ファイバ

アンプが使用できる)1.5μm帯 の波長分割多重(WDM)通 信システムでは、四光波混合 によるクロス

トークが発生することから、波長分割多重(WDM)通 信 システムを導入するのが難 しい状況にあった*1。

米国では、長距離電話会社のスプリン トが1996年 に2.4Gb/sの8チ ャネル波長多重 システムを導入

した。最近では、10Gb/sの32～40チ ャネル、更 には、160チ ャネル波長多重システムが実用化 されて

いる[8,9]。今後のデ-タ トラフィックの増加に対応できる伝送容量を確保するために、更に40Gb/s以

上の伝送容量を持つ光ファイバ通信システムが研究されている[10]。

伝送速度10Gb/sま での光ファイバ通信システムにおいては、電気的時分割多重(TDM:Time Division

Multiplexing)方 式を前提 として、伝送速度を上げることによ り伝送容量を増加 してきた。 これに対 し、

40Gb/s以 上の伝送容量実現を 目標 とする現在、伝送容量拡大のために次の三つの方式が検討されている。

(A)電 気的 時分 割 多重(TDM)

(B)光 学的時分 割 多重(OTDM:Optlcal Time Division Multiplexing)

(C)波 長 分割 多重(WDM)

電気的時分割多重(TDM)は 、従来の方式の延長線上にあ り、電気的に信号を時分割多重(TDM)す

る方式で、高速の多重回路(MUX:Multiplexer),多 重分離回路(DEMUX:Demultiplexer),光 送信器

(Transmitter),光 受信器(Receiver),波 形等化な どが研究課題 となる。光学的時分割多重(OTDM)

は、光領域で時分割多重,分 離を行 うもので、光領域の多重度分、電気的時分割多重(TDM)方 式よ り

も電気的多重,分 離回路,光 送受信器の速度が緩和される。波長分割多重(WDM)は 、光領域での周

波数分割多重(FDM:Frequency Division Multiplexing)を 行 うもので、 これも光領域の多重度分、電気

的時分割多重(TDM)方 式よりも電気的多重分離回路,光 送受信器の速度が緩和される。

図1.1に 基幹回線 における1980年 代か らの伝送容量の変化を示す。波長分割多重(WDM)は 、

*1四 光波混合は零分散波長で発生 し易 く
、1.5μm波 長分割多重(WDM)通 信 システムでは、1.3μmが

零分散波長となるノーマル光ファイバ に対 して、1.5μmが 零分散波長となる分散 シフ ト光ファイ

バの方が、四光波混合が発生 し易い。



図1.1基 幹回線 における伝送容量の拡大

1990年 ぐらいか ら立ち上がり始めている。時分割多重(TDM)さ れた信号を更に多重できることから

時分割多重(TDM)よ りも大きな伝送容量が比較的容易に得 られる。波長分割多重(WDM)は 、イン

ターネ ッ トの爆発的普及に伴 うデータ トラフィックの増大に対応するための有効な技術となっている。

一方、光加入者網(光 アクセスネ ッ トワーク)の 研究開発は、1970年 代後半から始まり、1984～1987

年 には、霞ヶ関と三鷹地区において、ISN(Information Network System)の パイロッ トシステムによる実

験が行われた[2]。また、1997年 には、横浜市において、CATV映 像伝送サー ビスの試験提供が開始 され

た[10]。本サー ビスは、PDS(Passive Double Star)形式の通信システムに、波長分割多重(WDM)に よ

りCATVの 信号を重畳 し、一心光ファイバでいわゆるFTTH(Fiber to the Home)を 実現するものである。

更 に、1998年 には、神戸,名 古屋,青 森において、新アクセスシステム(通 称、πシステム)の 導入が

開始 された[10,11]。 πシステムは、PDS形 式により、アクセス点の電柱 までを光化するもので、いわゆ

るFTTC(Fiber to the Cube)を 実現 したものである。

LANの 光化 も1970年 代後 半か ら研 究が 開始 され 、1980年 ～1990年 代 には、波 長分割 多重(WDM)

を応 用 した光LANな どが提 案 され て いる。 また 、1990年 代 前半 には 、FDDI(Fiber distributed Data

Interface)な どの 標準化 光LANが 規 格化 され た[12]。

1.2光 ネ ッ トワークの構成

全 光ネ ッ トワー クの 構成 例 を図1.2に 示す[13-15]。 同図 に示 す全光 ネ ッ トワー クは、全 国(National)

ネ ッ トワーク(中 長距 離ネ ッ トワー ク),県 内(Regional)ネ ッ トワーク,地 域(Local)ネ ッ トワーク,

加 入者(Access)ネ ッ トワーク,企 業 内ネ ッ トワー クの各 レイヤ ーよ り構成 され る。全 国(National)



図1.2光 ネ ッ トワークの構成 例

ネ ッ トワー クには、拡 張性 とフ レキ シ ビ リテ ィに優れ たメ ッシ ュ型ネ ッ トワークが、 県 内(Regional)

ネ ッ トワーク と地域(Local)ネ ッ トワー クには、セル フ ヒー リング機能 を持 った リングネ ッ トワー クが

適 用 され る。加 入者(Access)ネ ッ トワーク には、経済 性 に優 れたPON(Passive Optical Network)が 適

用 され る。企業 内ネ ッ トワー クな どに用 い られ るLANに は、ル ー プ型,あ るいは、スタ ー型光ネ ッ トワー

クが適用 され る。 次 に レイヤ ー毎 の動 向 と課題 につ いて検 討 する。

1.2.1全 国(National)ネ ッ トワーク(中 長距離ネ ッ トワーク)

全国ネ ッ トワークには、分散 して配置 される都道府県を結合するのに適 したメッシュ型ネ ットワーク

が適用される。各ノー ドは、クロスコネク ト(Crossconnect)機 能を有 し、他ノー ドへの接続を行 うと

共 に自ノー ド宛の トラフィックを終端する。 クロスコネク トを電気的に行 うデジタル クロス コネク ト

(DCS:Digital Crossconnect)と 光 レベルでクロスコネク トを行 う光クロスコネク ト(OXC:Optical

Crossconnect)が 検討 されている。全国ネッ トワークの回線伝送速度は、10Gb/s以 上にな り、 ノー ド

の大容量化が予想 される。 このため、将来的に光クロス コネク トが導入されるもの と考えられ、光クロ

ス コネク トの研究が盛んに行われている。

波長分割多重(WDM)伝 送を用いた場合、自ノー ド宛の トラフィックと他ノー ド宛の トラ ヒックを

波長で分けることが可能であ り(波 長ラベルあるいは、波長ア ドレス)、効率的にクロスコネク トを行え

る。 このため、波長ラベルの割 り付け方法や ノー ド構成な どが検討されている[13]。また、光スイッチ

を用いた空間分割多重(SDM:Space Division Multiplexing)を 組み合わせてクロスコネク トを行 う方式

も検討されている[16]。光スイッチを用いることで、光 レベルでのネッ トワークの再構築が容易になる

と同時にプロテクシ ョンスイッチ としての機能を持たせることができる。また、ネ ッ トワークの再構築

(回線切換え)を 無瞬断で行 うことも検討されている[16]。更 に、波長分割多重(WDM)伝 送を導入 し

たネ ッ トワークに適 した制御技術(ネ ッ トワークマネージメン トシステム(NMS:Network Management



図1.3ク ロス コネク トノー ド

System))も 検討されている。

ここで、筆者 らが提案する光クロスコネク ト[16]を紹介する。図1.3(a)は 、従来か ら検討 され

ている電気的なクロスコネク トである。全ての信号は、入力部でO/E(Opto-Electric)変 換された後、多

重分離(DEMUX)さ れる。信号の一部はAdd/Dropさ れ、電気的にクロス コネク トされた後、再び多重

(MUX)さ れて、E/O(Electro-Optic)変 換 される。同図(b)は 、筆者 らが提案する光クロスコネク ト

である。空間分割多重(SDM)光 スイツチ と波長分割多重(WDM)光 スイ ッチおよび時分割多重(TDM)



スイッチを複合している。SD光スイッチでは、波長分割多重(WDM)されたままの信号がSD光スイッ

チによ りクロスコネク トされる。WDM光 スイッチでは、波長によりルーテ ィング先を決定する波長パ

ス[13]に対応するクロスコネク トが行われる。更に、TDMス イ ッチでは、電気的クロスコネク トが行わ

れる。TDMス イッチでAdd/Dropさ れた信号は、下位のネ ッ トワーク レイヤ(県 内(Regional)ネ ッ ト

ワークと地域(Local)ネ ッ トワーク)へ 接続される。

1.2.2県 内(Regional)ネ ッ トワークと地域(Local)ネ ッ トワーク

県内ネッ トワークあるいは、地域ネ ットワークには、リングネ ッ トワークが適用され る。同ネッ トワー

クは、その機能から転送ネッ トワークとも呼ばれる。通常、右回 りと左回 りに同じ トラフィックを流す

ことで、障害回復(セ ル フヒー リング)機 能を持たせる。各ノー ドは、自ノー ド宛の トラフィックを終

端 し、自ノー ドからの トラフィックを リングネッ トワークに乗せるADM(Add Drop Multiplexing)機能を

持つ。

転送ネ ッ トワークについても波長分割多重(WDM)伝 送の適用が考えられる。この場合、メッシュ

型ネ ッ トワークと同様に、自ノー ド宛の トラフィックと他ノー ド宛の トラヒックを波長で区別すること

(波長ラベル)が 可能であ り、特定の波長の分離と挿入が可能なAD(Add Drop)型 波長 フィルタを用い

て、ADM機 能を実現することが検討されている。波長ADMは 、波長分割多重(WDM)伝 送を適用 し

た全国ネッ トワークのノー ドに共通 した技術である。転送ネ ッ トワークにおいても方式およびNMSな

どが研究課題となる。

1.2.3加 入者(Access)ネ ッ トワー ク

加 入者(Access)ネ ッ トワーク には、PON(Passive Optical Network)が 適 用 され る。加入 者ネ ッ トワー

クでは 、低 コス ト化が重 要な課題 で あ り、ネ ッ トワークの形 態 と しては、パ ッシ ブダ ブル スター(PDS:

Passive Double Star)型 ネ ッ トワー クの適用が検 討 され る。PDS型 光ネ ッ トワークは、セ ン トラル オ フィ

ス(CO:Central Office)と8～16の ネ ッ トワークタ ー ミネ ータ(NT:Network Terminator)を 、 スタ ー

カプ ラを介 して結ぶ 。PDS型 光 ネ ッ トワー クでは、複 数の ネ ッ トワー クター ミネ ータ との マルチ アクセ

ス(MA:Multiple Access)に どの様 な方 式を採 用す るか が課題 とな る。

加 入者ネ ッ トワークで映像信 号 を分配す る方式 と して、波長1.3μmと1.5μmの 波 長分割 多重 を適 用

し、 通常の 音声,デ-タ トラ フィ ックは、1.3μmを 用 いて、映像 信号 は、1.5μmを 用 いて伝 送 する方

式な ども検 討 されて いる。

経 済性の 理 由か ら、加 入者(Access)ネ ッ トワークにお いては、当面 時分割多重が 主流 にな ると予測

され るが、将 来の更な る トラフ ック増化 に対応 す るた め、 高密度波 長分割 多重の適用な ども検 討 され て

いる。 また 、無線LAN,極 小 ゾー ンワイヤ レスア クセス方式 な どの マイ クロ波 フ ォ トニクス技 術の導 入

も注 目されて いる。

1.2.4ロ ーカルエ リアネ ッ トワーク(LAN:Local Area Network)

LANの 用途 は、企業 内通信,コ ン ピュータネ ッ トワークの他 に、監視 映像 伝送な ど多岐 に渡 る。公衆

ネ ッ トワーク に接続 され る場 合 もあ るが 、閉 じたネ ッ トワー クを形成 する場合 もある。 また、 その規模

も大 小 さま ざまで ある。



光LANは 、その開発の経緯か ら以下の二つに分類することができる。

(A)従 来の電気 によるLANを 光化 した光LAN

(B)初 めか ら光ファイバ通信技術を取 り入れて設計 された光LAN

ギガ ビッ トイーサーネ ットなどは、前者に、FDDIやWDM光LANは 、後者 に分類 される。

また、 トポロジーか ら以下の三つに分類することができる。

(A)ル ープ型

(B)ス ター型

(C)バ ス型

10Gb/sク ラスの光LANの 実現方法 として時分割多重 と波長分割多重がある。LANは 、その経済性が

重要視 されるため、今後の波長分割多重用デバイスの価格低減がLANへ の波長分割多重の導入の重要な

要件となる。また、波長分割多重LANに つてもその用途 に適 した方式,NMS(Network Management

System)を 採用することが重要であ り、 これ らが光LANの 課題となる。

1.4本 研究の内容 と本論文の構成

本章では、光ネッ トワークの発展の歴史を概観 し、最終形態と考えられる全光ネ ッ トワークの構成 を

示 した。現在、全光ネ ッ トワークに向けた研究開発が進め られている。 しか し、一度 に全光ネ ッ トワー

クが実現 される訳では無い。全光ネ ッ トワーク導入のシナ リオの一段階として、波長分割多重(WDM)

な どの技術を導入 した光ネッ トワークを、技術のための技術で無く、実用システムと して段階的に導入

して行くことが重要である。このためには、比較的規模が小さく、閉 じたネ ットワークであるLANな ど

から光ネ ッ トワークの実用化を進めていくことが好都合である。また、実用化を思考 したステップが光

ネ ッ トワークの適用範囲を広げるものと考え られる。

本研究では、全光ネ ットワーク構成 中の地域(転 送)ネ ッ トワーク,加 入者(Access)ネ ットワーク,

信号分配ネ ッ トワークへ適用が可能である光 ローカルエ リアネ ッ トワークの提案を行 う。 これ らの光

ネ ッ トワークは、波長分割多重技術を基幹技術とする光 ローカルエ リアネッ トワークであ り、その要素

技術 に関する提案,実 験,検 討を行 った。また、これ らの光ネ ッ トワークの提案は、実用化を意識 した

ものであ り、実現性が高いことが特長の一つである。

以下 に本研究の内容 と本論文の構成をまとめる。

第2章 では、最初 に、光ネ ッ トワークの要素技術 となる多重化技術をまとめる。次に、この中で、重

要な位置を占める、また、本論文の主題である波長分割多重(WDM:Wavelength Division Multiplexing)

システムについて、光源 と波長 フィルタの動作モー ド(固 定波長,可 変波長)に よる分類を行う。更に、

代表的な波長分割多重(WDM)用 光源 とフィルタについて述べ、光源 とフィルタか ら分類 した各波長

分割多重(WDM)シ ステムに対 して適用可能な光源およびフィルタについてまとめる。最後 に、本論

文で提案する各光ネ ッ トワークについて、光源とフィルタから見た波長分割多重(WDM)シ ステムの

分類 における位置付について述べる。

第3章 では、DA-WDMA(Demand Assign Wavelength Division Multi-Access)を 用 いた光LANを 提案す



る。本光LANは 、既存の標準光LANと これ に付加される波長(WD)チ ャネルか ら構成される。WD

チャネルは、標準光LANの 伝送速度に依存 しない,他 チャネルのデータ伝送の影響を受けない伝送路を

提供できる。また、本光LANは、 既存の標準LANを 拡張することにより実現される。更に、第3章 で

は、提案する光LANのWDチ ャネル数,レ ベルダイヤグラムなどのシステム設計を行 う。また、本光

LANの 有効性を示すために開発 した実験システムについて述べる。本実験 システムでは、DA-WDMA制

御を実現するための専用のコン トローラとソフ トウエアを開発 した。また、本実験システムには、AO

(Acousto-Optic)フ ィルタによる可変波長ADM(Add Drop Multiplexing)を用いている。提案する光LAN

で用いているDA-WDMの 概念は、加入者系光ネ ッ トワークやオフィス間光ネ ットワークなどへ も適用

可能である。

第4章 では、フジテ レビジョンに導入 したシステムを中心に放送局向光ネッ トワークについて述べる。

放送局、特にキー局(複 数の系列放送局の中心的役割を果たす局)で は、放送局内で多チャネルの映像

信号を各スタジオの副調整室やVTR室 な どに分配するネ ッ トワークを必要 とする。一方、放送局内映

像伝送ネッ トワークは、放送局内という閉じた空間内のネ ッ トワークであることか ら、波長分割多重の

様な新 しい技術を導入 し易い環境にあった。1997年3月 よ り、本放送を開始 したフジテレビジ ョン

の新社屋に、放送局内映像信号分配ネッ トワークとして世界で最初の光ネ ッ トワーク(波 長分割 ・時分

割複合多重光ネッ トワーク)を 導入 した。 この光ネ ッ トワークにより、キー局で要求される大容量,フ

レキシュブルなネッ トワークが構成できる。第4章 では、最初 にキー局の映像信号分配ネ ッ トワークに

要求される特性,仕 様 について述べ、次に、この要求仕様を満たす波長分割 ・時分割複合多重光ネ ッ ト

ワークの構成と設計について述べる。更に、開発 した装置とその特性およびフジテ レビジョン新社屋へ

の導入状況について述べる。

第5章 では、加入者ネ ッ トワークへの適用が期待できるU-FDMA/D-TDM(Upstream-Frequency-

Division-Multip-eAccess/Downstream-Time-Division-Multiplexing)光 マルチアクセスネ ッ トワークを提案

する。本ネッ トワークの下りのTDM通 信は、放送モー ドでブロー ドバ ン ドサー ビスを提供する。また、

双方向通信が容易 に実現でき、送信光源に通常のSCM(Subcarrier Multiplexing)方式の様 に線形性の高

いデバイスを必要 としない。上 りの通信の受信器で発生する光 ビー ト雑音を避ける一つの方法 として送

信光源 に広い光スペク トル 幅を持 つSLD(Superluminescent Diode)を 用いることを提案する。CNR

(Carrier to Noise Ratio)と光ファイバの分散によるパ ワーペナルテ ィを計算 し、チャネル容量を求める。

第6章 では、波長ア ドレスを用いたパケ ッ ト転送光ネ ッ トワークを提案する。本光ネ ットワークは、

WDM技 術を用 いた光ネ ットワークで、光ATM(Asynchronous Transfer Mode)交 換網としての機能を持

つ。本光ネ ッ トワークは、高速光転送網,MAN(Metropolitan Area Network)等 のネッ トワークに適用で

きる。第6章 では、最初に提案するネ ッ トワークの構成,特 長を述べ、次 に、光デバイス,制 御技術の

点か ら本ネ ッ トワークの実現性を検討するとともに、パワーバジェッ トの設計例を示す。更に、本ネッ

トワークの要素技術である高速の波長切 り換え光源について、二つの可変波長半導体 レーザと光スイッ

チを用 いる構成を提案する。また、高速波長安定化のためにファブ リペローエタロン(FP:Fabry-Perot

etalon)を 用いる方法を提案する。本光ネ ッ トワークの基本動作である高速パケ ッ ト信号伝送,選 択受



信の実験を行い、本光ネ ッ トワークの実現性を示す。

第7章 では、結論 として本研究の成果をまとめるとともに、提案する光ネ ッ トワークの今後の展開に

ついて述べる。DA-WDMA光LANに は、DA-WDMの 回線の代わ りに、固定波長光源 と可変波長フィル

タを用いた回線を用いることが考えられる。また、充分なWDチ ャネル数を確保できれば、自由度の高

い光LANを 構成することが可能 となる。映像信号分配光ネ ットワークには、大規模光スイ ッチャや、IP

(internet Protocol)ネ ッ トワークの導入も考え られる。加入者系光ネッ トワークでは、WDMデ バイスの

低価格化 によるWDMネ ッ トワークへの展開が期待される。WDMパ ケ ッ ト転送光ネ ッ トワークは、次

世代技術を導入 した光ネ ットワークであ り、今後の要素技術の進展 による実用化が期待される。



第1章 の参考文献

[1]藤 井 陽 一,"光 工 学,"pp.2-3,ア グ ネ 承 風 社,東 京,1993.

[2] T. Kimura, "Fiber Optic Transmission Systems-Status and Trends in Japan," IEEE J. Selec. Area 

   in Commun., Vol. SAC-4, No. 4, pp. 498-505, July 1986.

[3]小 山正樹,箕 輪純 一郎,藤 井 洋二,"光 通 信 回路 とシステム,"pp.110-111,オ ーム社,東 京,Feb.1987.

[4] Y. Iwamoto and H. Fukinuki, "Recent Advances in Submarine Optical Fiber Cable Transmission 

   Systems in Japan," IEEE J. Lightwave Technol., Vol. LT 3, No. 5, pp. 1005-1006, Oct. 1985.

[5]新 納康彦,"光 海 底ケ ーブルネ ッ トワークの現 状 と将 来",KDDテ クニ カル ジャーナル,No.3,pp.2-5,

1990.

[6]田 中正人,秋 葉重幸,"TPC-5CN、APCNの 完成 と将来 の大容 量海底ケ ー ブル通信 技術,"KDDテ クニ

カル ジャーナル,No.28,pp.4-7,1997.

[7]堀 内幸夫,"無 中継光海 底ケ ーブル シス ム,"KDDテ クニ カル ジャーナル,No.29,pp.18-20,1997.

[8] J. P. Ryan, "WDM: North American Deployment Trends," IEEE Commun. Magazine, pp.40-44, Feb. 

  1998.

[9]信 田 稔,中 村 真 也,"超 大 容 量 伝 送 とIP over WDMを 実 現 す るDWDM伝 送 シス テ ム 「SpectralWave

シ リー ズ 」,"OPTRONICS,No.5,pp.149-153,2000.

[101玉 木 規 夫,"光 ア ク セ ス 系 の シ ス テ ム技 術,"O plus E,Vol.21,No.1,pp.63-67,Jan.1999.

[11]荒 木 伸 男,"NTT R&D 50 and Future2ネ ッ トワ ー ク 技 術,"NTT技 術 ジ ャ ー ナ ル,pp.14-18,Aug.

1998.

[12]岡 田 義 邦,"光LANと そ の 標 準 化,"OPTRONICS,No.2,pp.63-66,1991.

[131佐 藤 健 一,高 知 尾 昇,"フ ォ トニ ッ ク ネ ッ トワー ク と波 長 多重,"O plus E,No.215,pp.90ー99,Oct.

1997.

[14]吉 田 淳 一,宮 哲 雄,吉 國 裕 三,姫 野 明,"次 世 代 光 ネ ッ トワ ー ク の 実 現 に 向 け た 光 デ バ イ ス の 研 究 開

発 動 向,"NTT技 術 ジ ャ ー ナ ル,pp.58-62,1998.

[15]逸 見 直 也,"超 テ ラ ビ ッ ト級 光 ネ ッ トワ ー キ ング,"NEC技 報,Vol.52,No.12,pp.34-39,Dec.

1999.

[16] T. Shiragaki, M. Fujiwara, S. Suzuki, C. Burke, and T. Shiozawa, "Optical Digital Cross-Connect 

   System Using Photonic Switch Matrices and Optical Amplifiers," J. Lightwave Technol., Vol. 12, No. 

   8, pp. 1490-1496, Aug. 1994.



第2章 光ローカルエ リアネ ットワークの要素技術

2.1序

前章では、光ネ ッ トワークの発展の歴史を概観 し、最終形態 と考え られ る全光ネッ トワークの構成を

示 した。光ローカルエ リアネ ットワーク、また、波長分割多重(WDM:Wavelength Division Multiplexing)

システムを技術的側面から検討することは、今後の光ネ ッ トワークの研究の動向あるいは、発展方向を

考える上で重要である。また、本論文で提案する各光ローカルエ リアネ ッ トワークの位置付を理解する

上で も重要である。

本章では、最初 に、光ネ ッ トワークに適用され る多重化技術をまとめる。次に、この中で、重要な位

置を占める、また、本論文の主題である波長分割多重(WDM)シ ステムについて、光源と波長 フィルタ

の動作モー ド(固 定波長,可 変波長)に よる分類を行 う。更に、代表的な波長分割多重(WDM)用 光源

とフィルタについて述べ、光源 とフィルタか ら分類 した各波長分割多重(WDM)シ ステムに対 して適用

可能な光源および フィルタについてまとめる。最後に、本論文で提案する各光 ローカルエ リアネ ッ トワー

クについて、本章で述べる波長分割多重(WDM)シ ステムの分類における位置付 について述べる。

2.2光 ネ ッ トワーク に適 用 され る多重 化技 術

基 幹 回線 の 伝送 容 量 を 増や す た めの 多 重化 技術 につ いて は、第1章 で も述 べ た が 、 こ こで光 ネ ッ ト

ワーク に適用 され る 多重化 技術 を改 めて ま とめ る。主 要な 多重 化技術 と して 、以 下の5つ が上 げ られ る。

(A)時 分 割 多重(TDM:Time Division Multiplexing)

(B)空 間分割 多重(SDM:Space Division Multiplexing)

(C)波 長 分割 多重(WDM:Wavelength Division Multiplexing)

(D)サ ブキ ャ リア(副 搬送波)多 重(SCM:Subcarrier Multiplexing)

(E)光 符 号分 割 多重(OCDM:Optical Code Division Multiplexing)

基 幹 回線で は、当初 時分 割 多重(TDM)を 単 独 で用 いる方 式が採 用 され て いたが 、波 長分 割 多重(WDM)

と複合 した方 式が 用 い られ る様 にな って きた。 この様 にネ ッ トワークの 大容 量化 に対 応 するた め に、複

合 され た 方式 を用 いた 光ネ ッ トワー クが実 用化 、あ るいは 、検 討 されて い く もの と考 え られ る。以下 に、

光ネ ッ トワークの 要素技 術 とな る これ らの 多重化 技術 につい て概観 す る。 図2.1に 、 これ ら多重方 式

の概念 図 を示 す。

(A)時 分割 多 重(TDM:Time Division Multiplexing)

時分 割 多重(TDM)は 、従 来か ら基幹 回線 を 中心 に採 用 され て いる方 式で あ る。従 来 は、電気 的 時分

割 多重(TDM)方 式 が用 い られて いた が、基 幹 回線の 伝送速 度 が10Gb/sを 超 える様 にな り、 光学 的 時

分 割 多重(OTDM:Optical Time Division Multiplexing)が 検 討 され て いる。た だ し、光 学 的時分 割多 重



図2.1光 ネ ッ トワークに適用 され る多重化技術



(OTDM)は 、10Gb/s程 度 まで電 気 的 に時分割 多重 され た信 号を 光学 的 に多重 する もので 、その 光学 的

多重 部の 多重度 は低 い。従 って 、多重(MUX:Multiplexing),多 重 分離(DEMUX:Demultiplexing)の 大

部分が 電気 的 に行 われ る点 は共通 して いる。

(B)空 間分割多重(SDM:Space Division Multiplexing)

ポイン ト・ツー ・ポイン ト(Point to Point)伝 送 に限定 してみると、空間分割多重(SDM)は 、複数

の光ファイバを用 いる伝送方式であるか ら、 この意味では従来か ら用い られた方式である。交換部分の

機能を含めてみると,空 間分割多重(SDM)は 光スイ ッチを用いた方式を意味する。従 って、空間分割

多重(SDM)は 、光スイッチの開発 と密接に関連する。低コス ト,大 規模,小 形の光スイッチの実用化

によ り、空間分割多重(SDM)方 式の適用範囲が広かるもの と考え られる。最近、基幹回線のクロスコ

ネク ト向け大規模光スイ ッチの研究が活発化 している[1-4]。

(C)波 長分割 多重(WDM:Wavelength Division Multiplexing)

前述 の様 に、波 長分 割 多重(WDM)は 、基 幹 回線 にお いて、既 設光 フ ァイバ 回線 の伝 送容 量を増 や す

目的で 、北米 を 中心 に実用化 され た。最 近で は 、ITU(International Telecommunication Union)で100GHz

(0.8nm)あ る いは、50GHz(0.4nm)間 隔の波 長 グ リッ ドが 規格化[5]さ れ 、波 長 多重用 の半導 体 レーザ も入

手 し易 い状況 にな った 。 ポイ ン ト ・ツ ー ・ポ イ ン ト(Point to Point)伝 送 に限定 してみ る と、 波長 分割

多重(WDM)は 、単純 に伝 送容 量 を増や す技術 で あ るが、交 換機 能 を含 め てみ た場合 、用 途 に応 じた い

ろい ろな 方 式が考 え られ る。

(D)サ ブキャ リア(副 搬送波)多 重(SCM:Subcarrier Multiplexing)

サブキャリア(副 搬送波)多 重(SCM)は 、半導体 レーザを副搬送波 多重(SCM)さ れた信号で強度

変調する技術である。CATVの 光ファイババ ックボー ンや移動通信の光マイクロセル方式などで実用化

されている[6]。O/E,E/Oを 省 くと従来のミキサやチューナがそのまま使え、伝送路 には、光フ ァイバ

を用いるので高品質な伝送が可能である。。O/E,E/Oに 用 いる半導体 レーザやフォ トダイオー ド(PD)

に非線形性があると混変調が生 じるため線形性の良いデバイスが必要とされ る。

(E)光 符号分割多重(OCDM:Optical Code Division Multiplexing)[7,8]

光符号分割多重(OCDM)は 、送信側でチャネル ごとに異なる符号で変調 し、符号間の直交性 を利用

して受信側で同一符号をカギとして復号化することで多重分離を行 う方式である。多重分離の 自由度が

高いこと、非同期のアクセスが可能であること、通信セキュ リテ ィの向上が期待できることなどが特長

である。

2.3波 長分割多重(WDM)シ ステムの分類

前節では、光ネ ッ トワークに適用され る5つ の多重化技術についてまとめた。 これ ら多重化技術の中

で、波長分割多重(WDM)は 、実用性と広 い応用性を持 ち、今後も重要な多重化技術 となる。ここでは、

光源と波長 フィルタの動作モー ド(固 定波長,可 変波長)に より、WDMシ ステムを分類する。

WDMシ ステムで使用 される光源 には、固定波長で使用される固定波長光源 とある波長範囲の任意の

1波 長を選択できる可変波長光源がある。また、波長 フィル タには、波長多重された光信号か ら固定の



表2.1光 源 とフィルタか ら見た波長分割多重(WDM)シ ステムの分類

1波 長を、あるいは、複数の波長を同時に分離する固定波長 フィルタとある波長範囲の任意の1波 長を

分離できる可変波長 フィルタがある。表2.1に 、光源 と波長フィル タの動作モー ド(固 定波長,可 変

波長)に よるWDMシ ステムの分類を示す。表2.1で は、WDMシ ステムを補完するWDM以 外の技術

を用いた システムを含めて、WDMシ ステムを5つ に分類 した。また、分類 に基 づく代表的システムを

図2.2に まとめた。

第1番 目に分類されるのは、固定波長光源と固定波長フィルタを用いたWDMシ ステムである。適用

される代表的システム として、図2.2(a)に 示す様なポイ ン ト・ツー・ ポイン ト(1対1)の 伝送

と複数の ノー ドか ら送信 され る信号 をセン トラル オフ ィスで受信 する波長分割 多重マルチアクセス

(WDMA:Wavelength Division Multiple Access)が 考え られる。ポイ ント ・ツー・ポイン ト(1対1)

の伝送では、WDMを 用 いることによ り1本 の光ファイバで複数の信号を同時に伝送することができる。

伝送効率を高めたい場合や既設の光 ファイバ通信システムの伝送容量を増や したい場合などに用いられ

る.現 在では、32波 長か ら多いものでは160波 長のWDM伝 送が実現 されて いる。波長分割多重マルチ

アクセス(WDMA)で は,各 ノー ドに特定の波長が割当て られ、セン トラルオフィス に伝送 されるまで

に波長多重 され る。WDMを 用いることにより、光ファイバの敷設 コス トを削減できる。セ ン トラルオ

フィスでは、WDM-DMUX(WDM Demultiplexer)に よ り全ての波長が分離された後、各ノー ドか らの信

号がそれぞれ受信 される。加入者系等での使用を考えると16波 長から32波 長以上のWDMチ ャネル数

が確保できれば有効 と考え られる。

第2番 目に分類されるのは、固定波長光源 と可変波長フィルタを用いたWDMシ ステムである。適用

される代表的システム として、図2.2(b)に 示す様な信号分配ネ ットワークや複数のノー ドか らの

信号を選択的に受信する波長分割多重 マルチアクセス(WDMA:Wavelength Division Multiple Access)

が考 えられ る。信号分配ネ ッ トワークでは.波 長多重 した信号を複数のノー ドに分配 し、各 ノー ドで多

重 された信号か ら必要な信号 を可変波長フィルタ により選択的 に受信する。要求される波長チャネル数

は、アプ リケーションに依存するが、32～256チ ャネル程度が必要 とされる。波長分割多重マルチ アク
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セス(WDMA)で は、各ノー ドに特定の波長が割当て られ、セン トラルオフィスに伝送 されるまでに波

長多重される。WDMを 用いる ことによ り、光ファイバの敷設 コス トを削減できる。セン トラルオフィ

スでは、可変波長フィルタによ り各ノー ドからの信号を選択的に受信する。加入者系等での使用を考え

ると16波 長か ら32波 長以上のWDMチ ャネル数が確保できれば有効と考え られる。

第3番 目に分類されるのは、可変波長光源 と固定波長フィルタを用 いたWDMシ ステムである。適用

され る代表的システム として、図2.2(c)に 示す様な波長 ラベル(波 長ア ドレス)が 考え られる。

図2.2(c)の 上側の図は、バス型の トポロジーの例である。1番 目のノー ドでは、伝送路か ら波長

λiの 信号のみを ドロップする。送信 ノー ドでは、可変波長 レーザを波長 λiに チューニ ング し、送信す

ることによ り、宛先のノー ドに信号を伝送することができる。図2.2(c)の 下側の図は、メッシュ

型の トポ ロジーの例である。1番 目のノー ドは、波長 λiに ア ドレスされている。送信ノー ドでは、可変

波長 レーザを波長 λiに チューニング し、信号を送信する。メッシュ上の各ノー ドでは、波長ラベルを

参照 して、波長 λiに ラベル された信号を1番 目のノー ドヘルーティングする。ラベル数 としては多い方

が望ま しいが、波長を再利用することで、16波 長から32波 長以上のWDMチ ャネル数が確保できれば

有効 と考え られる。また、波長変換[9]による波長再利用も検討 されている。

第4番 目に分類されるのは、可変波長光源 と可変波長フィルタを用いたWDMシ ステムである。適用

される代表的システムと して、図2.2(d)に 示す様なDA-WDMA(Demand Assign Wavelength Division

Multiple Access)シ ステムが考え られる。i番 目のノー ドか らj番 目のノー ドへの トラフィック要求が生

じると、両ノー ド間の通信 に波長 λiが 割付け られる。送信 ノー ドでは、可変波長 レーザを波長 λiに

チューニング し、信号を送信する。受信ノー ドでは、可変波長 フィルタを波長 λiに チ ューニ ング し、

信号を受信する。DA-WDMAを 用いたシステムでは、少ない波長を有効 に利用することができるので、

経済的なシステムの構築が可能になる。LAN(Local Area Network)等 での使用を考えると16波 長か ら32

波長以上のWDMチ ャネル数が確保できれば有効 と考えられ る。

第5番 目に分類 されるのは、時分割多重(TDM),空 間分割多重(SDM),サ ブキャ リア(副 搬送波)

多重(SCM),光 符号分割多重(OCDM)な どの波長分割多重(WDM)以 外の多重化技術 を用いたシ

ステムである。これ らの多重化技術 は、波長分割多重(WDM)と 併用 されてシステムを構成 した り、波

長分割多重(WDM)を 補完するシステムを構成 した りする。

2.4波 長分割多重(WDM)用 光源とフィルタ

本節では、最初 に、代表的な波長分割多重(WDM)用 光源 とフィルタについてまとめる。次 に、WDM

システムにおいて、光 フィルタ に要求される特性について検討する。

2.4.1波 長分割多重(WDM)用 光源

前節の波長分割多重(WDM)シ ステムの分類 に用いた様 に、波長分割多重(WDM)用 光源は、固定

波長 レーザと可変波長 レーザに分類 される。 ここでは、それぞれの代表的 レーザ についてまとめる。

表2.2に は、以下で述べる可変波長 レーザをまとめる。



表2.2代 表的可変波長光源と波長可変範囲

(1)固 定波長 レーザ

(A)DFBレ ー ザ[10,11]

波長分割 多重(WDM)シ ステム に用 い られ る代表 的固定波長 レーザ は、DFB(Distributed

Feedback)レ ーザである。図233(a)に 、代表的なDFBレ ーザである埋め込み型長波長半導

体 レーザの構造 を示す。コアとなる活性層の近傍 にグレーティングが形成 され、このグ レーティン

グが レーザ共振器を構成するとともに、その波長選択性 によ り縦単一 モー ド発振を実現 している。

この レーザの場合は、埋め込みによる三次元導波路構造を持ち、これによ り横単一 モー ド発振を

実現 している。長波長半導体 レーザは、約0.1nm/Kの 波長温度依存性と約0.01nm/mAの 波長電

流依存性を持つ。波長分割多重(WDM)シ ステムに導入された 当初は、波長の経年変化の問題か

ら光学共振器などを用いて波長安定化を行 うことが検討 されたが、現在では、50GHz～100GHz

波長間隔のWDMシ ステムでは、温度 と電流を安定化するオープンループ制御で も必要な安定度

が得 られることが確認されて いる。通常、一つのウエハか ら数nmの 波長範囲の半導体 レーザチ ッ

プが得 られる。一 つのウエハで広い波長範囲の半導体 レーザチ ップを製造する技術 も検討されて

いる。

(2)可 変波長 レーザ[12-14]

(A)DFBレ ーザ

DFBレ ーザは、代表的固定波長 レーザであるが、先 に述べた様 に長波長半導体 レーザの場合、

約0.1nm/Kの 波長温度依存性 と約0.01nm/mAの 波長電流依存性を持つ。したが って、温度 と電流

を制御する ことによ り、数nmの 可変範囲を持つ可変波長 レーザ として使用することができる

(図2.3(a))。

(B)DFBレ ーザ ア レイ[15,16]

異なる波長の複数のDFBレー ザをアレイ化し、光合波器や光増幅器とモノリシックに集積化し

た可変波長レーザが研究されている。波長可変動作は、駆動素子の切換えと素子温度の制御の組
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合せによ り実現する。光合波器により、通常の半導体 レーザと同 じ様に出射 ロを一 ヶ所にするこ

とができるので、従来のモジュール技術が適用できる。また、光増幅器を集積することによ り、

光合波器の損失を補償することができるので、従来の半導体 レーザ と同等の光出力 レベルが得 ら

れる。図2.3(b)は、8個 のDFBレー ザを集積 した例である。一つのDFBレ ーザで約3nm

の可変範囲を持 ち、全体で約15nmの 可変範囲となる。

(C)3電 極DFBレ ーザ[17]

結合係数の比較的大きいDFBレー ザでは、光強度が共振器の中央部 に集中するため、空間的

ホールバーニ ングが生 じる。中央の電極の電流を増すことで、空間的ホー ルバーニ ングを補償 し、

閾値電流密度を低下させる。 このキャ リア密度の減少は、屈折率を高くし、 これにより、発振波

長を長くすることができる。図2.3(c)に3電 極(3-Section)DFBレ ーザの構造を示す。1.2mm

の比較的長い共振器 により、スペク トル線幅が狭窄化 される。2.2nmの 可変幅全体で20mW以 上

の出力と1MHz以 下のスペク トル線幅が得 られている。

(D)DBRレー ザ[18]

DBR(Distributed Bragg Reflector)レー ザは、活性領域と波長選択性を持ったDBR領 域か ら構

成 される(図2.3(d))。DBR領 域のキャリア密度を変化 させることによ り屈折率が変化 し、

DBR領 域のフィルタ特性を制御することができる。これによ り、発振波長を可変することができ

る。 この屈折率変化の応答速度は、キ ャリア寿命で決ま り、1ns程 度である。キャ リア密度の変

化 による屈折率変化は1%程 度であ り、得 られる可変範囲は、15nm程 度 となる。

(E)SSG-DBRレー ザ[19]

SSG(Super-Structure Grating)-DBRレー ザは、広帯域可変波長DBRレー ザの一種であ り、基

本構造は、活性領域の両側 にDBR領 域 を持 ったDFBレ ーザである。図2.3(e)にSSG-DBR

レーザの構造を示す。回折格子は、ピッチが周期的に変化する超周期構造のチャー プ回折格子であ

る。これ によ り、複数の鋭 いピークを持 った反射特性が得 られる。この両側のDBR領 域の鋭い反

射 ピークの間隔は、僅かに異なるため、重な り合 う特定 ピーク波長で発振が得 られる。この状態で、

前後の ピーク波長を僅かにず らすと、重な り合 う特定 ピーク波長がずれることにより、発振波長

が変化する。この波長変化は、バーニア効果 により、屈折率変化 に対 して、 大きな変化となる。

二つのDBR領 域 と位相調整領域のチューニ ングで100GHz間 隔32波 長(約25nm)を 発振 させ

た報告がある。

(F)GCSRレ ーザ[20]

図2.3(f)にGCSR(Vertical Grating Assisted Codirectional Coupler Laser with a Super

Structure Grating Distributed Bragg Reflector)レー ザの構 造 を示す。GCSRレ ーザ は、活性 領域,

粗 調用 の15μm周 期 の回折 格子 を持 つ結 合領域,連 続 チ ューニ ング を可能 にする位相 調 整領域,

DBR領 域 か ら構成 され る。活性 領域 か らの 発光 は、下側 の 導波路 を通 り、波 長選 択性 の ある結 合

領域 で 上側 の導波 路へ結 合 され 、DBR領 域 で 反射 され る。DBR領 域 の下側 の 導波路 は 、不要 な

波 長成分 の フ ィー ドバ ックを避 け るた め に、2次 元 導波路 化 する こ とによ り無反 射化 して い る。



チ ャープ回折格子 によ り125nm以 上の広 い波長範囲に渡るくし状の反射 ピークが得 られる。これ

によ り、100nmの 可変幅に おいて、20波 長の安定な発振を実現 した。

(G)外 部共振器集積 レーザ[21]

MEMS(Micro Electro Mechanical System)を 用いた外部共振器集積半導体 レーザが研究 されて

いる。外部共振器半導体 レーザには、広い可変範囲,狭 スペク トル線幅が得 られる可能性があ り、

期待されている。図2.3(g)に 外部共振器半導体 レーザの構造を示す。Siマ イクロマシン技

術 により作成 された外部ミラー と半導体 レーザをガラス基板上に集積 している。外部 ミラーと半

導体 レーザの間隔を0～0.5μmの 間で連続的に可変できる。 この外部共振器半導体 レーザは、

850nm付 近で、3nmの 波長可変範囲であったが、 原理的にはより広い波長可変範囲が得 られる

ことが期待できる。

(H)MEM-VCSEL[22]

VCSEL(Vertical Cavity Surface Emitting Laser)にMEMS(Micro Electro Mechanical System)を

用 いた 外 部 ミ ラー を集 積 したMEM-VCSEL(Micro-Electromechanical Tunable Vertical Cavity

Surface Emitting Laser)が 研 究 され て いる。図2.3(h)にMEM-VCSELの 構造 を示 す。底 面 と

上 面の ミラーで 共振器 を構 成す る。底 面の ミラー と上 部 の梁(膜)の 間 に電圧 を印 加す る こと によ

り共振 器間 隔 を変 え る ことで、 発 振波 長 を可変 す る。39Vの 印加電 圧 に対 して50nmの 連続 的波

長 可変 が実 現 され て いる。

2.4.2波 長分割多重(WDM)用 フィルタ

前節の波長分割多重(WDM)シ ステムの分類 に用いた様 に、波長分割多重(WDM)に 用いられる波

長フィルタは、固定波長 フィルタと可変波長フィルタに分類 され る。 ここでは、それぞれの代表的波長

フィルタについてまとめる。表2.3に は、以下で述べる可変波長フィルタをまとめる。

表2.3代 表的可変波長フィルタと波長可変範囲



(1)固 定波長フ ィルタ

(A)AWG[23-25]

近年、光 ファイバ製造技術とLSI製 造技術 を組合せることによ りシリコン基板上 に石英系ガラ

スの光導波路を形成する技術が発達 した。AWG(Arrayed Waveguide Grating)は 、回折格子 と同

じ分光機能をア レイ導波路 によ り実現 したデバ イスである。図2.4(a)に 示す様 に、AWG

は、数本の入出力導波路 と長さの異なる複数のア レイ導波路、および両者を接続する扇状のスラ

ブ(2次 元)導 波路か ら構成される。入力導波路に入射 された光 は、入力側スラブ導波路 におい

て回折 により広が り、アレイ導波路を形成する複数の導波路を同位相で励振する。ア レイ導波路

は、その長 さが一 定値ずつ異なるので、伝搬 した光は、出力側スラブ導波路 において、位相条件

が成立する特定の方向の出力導波路に結合する。 したが って、入力導波路に異なる波長が多重さ

図2.4波 長多重(WDM)シ ステムに用いられる固定波長フィル タ



れた光を入射すると、波長 ごとに分波 された光を出力導波路から取 り出すことができ、波長フィ

ルタ(波 長DMUX)と して機能する。逆に、各出力導波路か ら対応する波長の光を入射 させれば、

入力導波路の一 つか ら多重化された光を取 りだせる。この様 に、AWGは 、波長MUXと しても機

能 し、(3dB)光 カップラで構成する波長MUXよ りも損失が少ない特長がある。石英系ガラス導

波路は、屈折率温度依存性 を持つため、AWGモ ジュールには、 基板全体の温度を安定化するた

めの ヒータあるいは、ペルチェ素子が内蔵 される。モジュールの大きさは、数十mm程 度である。

16～80波 長のWDMに 対応 したデバイスが製作されている。

(B)誘 電体 多層膜フィルタ[26]

誘電体 多層膜 フィルタ もWDMシ ステムにおいて広 く波長 フィルタとして用い られてきた。

図2.4(b)に 誘電体多層膜フィルタを用いた4ポ ー トのAdd/Dropフ ィルタと多ポー トの波

長DMUXの 構造を示す。Add/Dropフ ィルタの場合、入力ポー ト,出 力ポー ト,Addポ ー ト,Drop

ポー トの4つ のポー トか ら構成される。入力光は、入力ポー トのコリメータ レンズで平面波 に変

換され、誘電体多層膜フィルタへ入射 される。誘電体多層膜フィルタでは、入射光の特定の波長

を透過 し、残る波長を反射する。透過光は、 コリメータレンズで集光 され、Dropポ ー トへ出力さ

れる。Dropポ ー トへ出力され るのと同じ特定波長の光がAddポ ー トへ入力 されると、コ リメータ

レンズで平面波 に変換され、誘電体多層膜フィルタを透過 し、反射光 と合波 されて コリメータ レ

ンズで集光 され、出力ポー トへ出力される。したがって、入力された波長多重光か ら特定の波長を

Add/Dropす ることができる。多ポー トの波長DMUXは 、入力ポー ト,出 カポー ト,Dropポー ト

で構成 されるDropフ ィルタを多段 に接続 した構造で、各段の透過波長の異なる誘電体多層膜フィ

ルタによ り、順次特定波長が分離 され、各段毎の出力ポー トに出力される。この様 に、誘電体多層

膜 フィル タは、多段化することで波長チャネル数を増やすことができる。多段化 した場合は、 挿

入損失の低減が課題となる。モジュールの大きさは、数十mm程 度である。現在、0.8nm(100GHz)

間隔のWDMシ ステムに対応可能な半値幅を持つ誘電体多層膜 フィルタが作製されている。

(C)FBGフ ィル タ[27]

図2.4(c)にFBG(Fiber Bragg Grating)を 用 いた フ ァブ リペ ロー フィル タの構 造 を示 す。

B/Geを ドープ した 光 フ ァイバ を アル ゴン レー ザで干 渉露 光す る こと によ り、光 フ ァイバ 内の2ヶ

所 に回折 格子 を形成 して、 フ ァブ リペ ロー フィル タ(Fabry-Perot Filter)を 構 成 す る。 回折 格子

を チ ャー プ回折格 子 とす る こ とで広 帯域 化 して いる。 フィネス(Finesse)1.6,自 由スペ ク トル

間 隔(FSR:Free Spectral Range)1.6nmの フ ァブ リペ ローフ ィル タが 試作 され て いる。

(2)可 変波 長 フ ィル タ[28,29]

(A)誘 電体多層膜フィルタ

機械的稼動部を持つ誘電体多層膜 フィルタが可変波長フィルタとして用いられている。近年、

誘電体多層膜 フィルタの設計,製 造技術が向上 し、従来実現できなか った0.8nm(100GHz)間 隔

のDWDM(Dense Wavelength Division Multiplexing)システムに使用可能な狭半値幅の帯域透過

フィルタが製作できる様にな った。誘電体多層膜フィルタを用いた可変波長フィル タの代表的な



ものに、回転型 と直線変位型がある。いずれの場合も16～40波 長のWDMシ ステムに対応でき

る可変波長 フィルタが製作 されている。モジュールの大きさは、数十mm程 度である。また、 い

ずれの場合 も機械的稼動をともな うため、波長可変速度は、数十msと なる。以下に両者の構造

について説明する。

●回転型

図2.5(a)の 回転型 において、入射光は、 コリメータレンズで平面波 に変換 され、帯域透

過特性を持つ誘電体多層膜 フィルタに入射される。透過光はコリメー タ レンズで集光され、出力

側光ファイバへ結合される。誘電体多層膜 フィルタの透過波長は、入射角に依存するので、誘電

体多層膜 フィルタを回転させることにより、透過波長を可変することができる。回転型の場合、挿

入損失の偏光依存性,角 度依存性を小さくすることが重要になる。

●直線変位型

図2.5(a)の 直線変位型 において、入射光は、コ リメータ レンズで平面波 に変換され、帯

域透過特性を持つ誘電体多層膜 フィルタに入射 される。透過光は コリメー タ レンズで集光 され、

出力側光 ファイバへ結合される。誘電体多層膜 フィルタは、基板面 内で透過波長が連続的に変化

する様に作製 されていて、誘電体多層膜フィルタを直線的に移動することによ り、透過波長を可

変することができる。直線変位型の場合、入射光を誘電体多層膜 フィルタへ垂直に入射することが

できるので、 挿入損失の偏光依存性,波 長依存性を小さくすることができる。

(B)フ ァブ リペ ロー フ ィル タ

ファブ リペローフィルタの共振器(ミ ラー)間 隔を稼動することにより、透過波長を可変する

ことができる。ファブリペ ローフィルタは、等周波数間隔の透過 ピークを持ち、その間隔を 自由

スペク トル 間隔(FSR:Free Spectral Range)と 呼ぶ。通常のWDMシ ステムで使用する場合、

可変波長フィルタは、多重された複数の波長か ら一波長のみを抽出するため に使用される。 この

場合、自由スペク トル間隔(Free　 Spectral　Range)は 、使用する波長帯域 よりも広 くなけれ ばな

らない。 このためには、共振器(ミ ラー)間 隔を狭 くする必要がある。ファブ リペローフィルタ

を用 いた可変波長 フィルタの代表的な ものに、電歪素子を用いた ものとMEMS(Micro Electro

Mechanical System)を 用いた ものがある。以下に両者の構造 について説明する。

●電歪素子を用 いたファブ リペロー可変波長フィル タ

図2.5(b)左 図は、電歪素子を用 いた可変波長フィルタである。入射光は、コリメータ レ

ンズで平面波に変換 され、誘電体多層膜 により形成 された対向する2つ の ミラー を経て、コリメー

タ レンズで集光 され、出力側の光ファイバに結合 される。 この対向する2つ の ミラーがフ ァブ リ

ペロー共振器を構成 し、片方のミラーが電歪素子によ り稼動することにより、共振器間隔が制御

され透過波長が可変される。可変域全体で半値幅な どのフィルタ特性を確保するためには、2つ

の ミラーの平行度が保たれる必要がる。自由スペク トル間隔40nm以 上,半 値全幅0.3nm以 下の

可変波長 フィルタが製作 されている。モジュールの大きさは、数十mm程 度である。また、波長

可変速度は、数 μsと なる。
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●MEMSを 用 いたファブリペ ロー可変波長 フィルタ[30]

図2.5(b)右 図は、MEMS(Micro Electro Mechanical System)を 用 いた可変波長 フィルタ

である。MEMSは 、微細加工技術を用いて製作 された稼動部を持つデバイスである。同MEMS

フィルタでは、ガラス基板上に作製 された固定 ミラーとその上部のSOIウ エハ に形成 された稼動

ミラーによ りファブ リペロー共振器が構成 される。共振器間隔は、ミラー に隣接 して形成 されて

いる電極に印加される電圧 によって生 じる静電力によ り可変される。自由スペク トル間隔35nm

以上,半値幅0.5nm以下の可変波長フィルタが製作されている。チップの大きさは、6.2×7.2mm

である。また、波長可変速度は、数 μsと なる。

(C)半 導体 フ ィル タ(PSC DFB,フ ァブ リペ ロー)

半導体可変波長 フィルタについては、いくつかの試みがなされている。LD(Laser Diode)やPD

(Photodiode)な どの他の半導体デバイスとの集積化が容易である ことに特長がある。一般的に、

フ ィル タ 特 性 は 得 や す い が 、 波 長 可 変 幅 を広 く取 る こ とが 難 しい 。 こ こで は、PSC

(Phase-shift-controlled)DFBフ ィル タと半導体 ファブリペローフィルタを紹介する。

●PSC DFBフ ィル タ[31]

図2.5(c)左 図 に、PSC(Phase-shift-controlled)DFBフ ィル タ の構造 を示 す。位 相制 御領

域 が 二つ の活性 領域 に挟 まれ た 構造 とな って いる。位 相制御 領域 は、大 きな 実効屈 折率 変化 を得

るた め に利得 を持 た な い。 活性 領域 の 長 さは 、そ れぞ れ200μm、 位相 制御 領 域 の長 さは、100

μmで あ り、 チ ィ ップ全 体 の 長 さ は、500μmで あ る。 横 モ ー ドの 制御 と電 流 狭 窄 の た め に

DC-PBH(Double-Channel Planar Buried Heterostructure)構 造 を採用 してい る。位相 制御領 域 と活

性 領域 の 電流 を制 御 す る こと によ り、120GHz(0.95nm)の 可 変範 囲 に渡 って、24.5dBの 利 得 と

12～13GHzの10dB帯 域 幅が 得 られ て い る。自然 放 出光の レベル は、透過 光 に対 して15dB以 上

低 い レベル にある 。 また 、約2.5nsの 高速な 波長 可 変が 可能で あ る。

●半導体ファブ リペロー フィルタ[32]

図2.5(c)右 図に、導波路型半導体ファブ リペローフィルタの構造を示す。InP系 の半導体

導波路上に、CAIBE(Chemically-Assisted Ion-Beam Etching)に よりギャップを作製 し、端面に誘

電体高反射膜を施すことにより2つ の ミラー形成 し、ファブリペ ロー共振器 とする。また、入出

力側の導波路端面には無反射膜を施 し、複合共振器 とな らない様に している。基板面 とファブ リ

ペロー共振器領域上部に電極を形成 し、電流 を制御することによ り、透過波長を可変できる。試

作 したデバイスの素子長は、1mmで 、自由スペク トル間隔(FSR)9nm,消 光比12dBで あった。

また、30mAの 電流変化に対 して、透過波長の可変幅は、2.5nmで あった。約10nsの 高速な波

長可変が可能である。

(D)FBGフ ィル タ[33]

図2.5(d)にFBG(Fiber Bragg Grating)を 用 いた可 変波 長 フ ィル タを示 す。左 図は、SMA

(Surface Memory Alloy)コ イ ル を用 いた可 変波 長 フ ィル タで ある。2つ の コイル を稼 動機構 と して

用 いて いる。光 フ ァイバ 内のFBG部 が コイ ル 内 に置 かれ る。FBGの 両端 は、SMAコ イル に固定 さ



れる。SMAコ イルの端は、ガラス基板 に固定され る。SMAコ イルには、60℃ で記録された形状 に

戻る性質がある。同図において、SMAコ イルは、最初 に伸びた状態 にある。SMAコ イルは、電流

を流すことにより記録された形状に戻る。これ によりFBG部 が伸ばされ る。500mW(2V-0.25A)に

対 して、反射波長を1.2nm可 変させることができる。

図2.5(d)右 図は、50μm,長 さ20mmのNi薄 膜をFBG領 域 に電気 メッキ したものであ

る。下地と してAuメ ッキを用いている。これによ りFBG領 域を直接加熱することができる。 こ

れによ り、反射波長を0.4nm/Wで 変化 させることができる。350mWで0.14nmの 可変幅が得 ら

れた。

(E)AOフ ィル タ[34,35]

AO(Acousto-Optic)フ ィルタは、LiNbO3導 波路上での光 と音響波(表 面弾性波)の 相互作用を

利用 している。LiNbO3導 波路上では、位相整合条件を満足する特定の波長のみ について、TE/TM

モー ド変換が起 こる。したがって、入力光をTEモー ドに制限 し、TMモー ドに変換された光のみ

をと取 り出せば、波長フィル タとなる。この とき、表面弾性波の周波数を変化 させることによ り、

TE/TMモー ド変換が起 こる光波長を変化させることができるので、可変波長 フィルタを実現でき

る。図2.5(e)は 、入出力部に導波路型のモー ドスプ リッタを配置することにより偏光無依

存化 したダイバーシティ型のAOフ ィルタである。表面弾性波の周波数は、広範囲に可変するこ

とができるので、1.3～1.6μmに 渡る可変波長フィルタが実現できる。音響波導波路 により音響

波 の強度分布 に重み付 けをする ことによ り、1nm程 度の半値全幅(FWHM:Full Width Half

Maximum)が 得 られている。また、波長可変速度は、弾性表面波の速度 と相互作用長によ り決ま

り、数 μsで ある。

2.4.3波 長分割多重(WDM)シ ステムにおける波長フィルタ所要特性

ここでは、波長分割多重(WDM)シ ステムにおいて、波長フィルタに要求される特性 について検討す

る。

最初に、波長フィルタの透過特性とWDM波 長チャネル間隔の関係を検討する。 ここでは、 簡単のた

めに、波長フィルタの透過特性をロー レンツ関数で近似する。図2.6は 、ロー レンツ関数で近似 した

波長 フィルタの透過特性である。横軸は、波長フィルタの半値全幅(FWHM)△ λFで 正規化 した透過

波長 ピークか らの波長である。第4章 のアイパターンシミュレーシ ョンによ り、約2Gb/sの 伝送速度に

おいて、WDMの クロス トークによるパワーペナルテ ィを1dB以 下にするためには、隣接波長の抑圧比

を約13dB以 上にする必要がある。このためには、WDM波 長間隔は、2.2△ λF以 上である必要がある。

固定波長 レーザと固定波長フィルタを用 いるシステムの場合、 レーザの波長と波長フィルタの透過波長

ピークを完全に一致 させることは困難なため、約1dBの マージンを確保するとWDM波 長間隔は、2.5

△λF以 上である必要がある。 このとき波長間隔の10%に あたる0じ25△ λFレー ザ波長と波長 フィルタ

の透過波長 ピークがずれた としても、隣接波長の抑圧比は、13dB以 上となる。また、レーザ波長と波

長 フィルタの透過波長 ピークが0.25△ λFず れたときの透過損失の増加 は、約1dBで ある。WDMシ ス

テムにおいては、レーザ波長 と波長フィルタの透過波長 ピークの相対誤差が波長間隔の10%以 下である



図2.6ロ ー レンツ型透過特性

図2.7波 長フィルタによる波形劣化のパワー ペナルティ

図2.8波 長フィルタによる光パ ワー損失



必要がある。

一方、波長フィルタによる帯域制限は、受光特性に対 して、(1)送 信光源のスペク トルが波長 フィル

タにより削 られることによる波形劣化のパ ワーペナルテ ィ,(2)送 信光源のスペク トルが波長フィルタ

によ り、削 られることによる光パ ワー損失の二つの影響を及ぼすと考えられる。

図2.7は 、第4章 のアイパター ンシミュレーシ ョンと同様な方法によ り、波長 フィルタの半値全幅

(FWHM)△ λFと 送信光源の半値全幅(FWHM)△ λLDの 比 に対する送信光源のスペク トルが波長フィ

ルタによ り削られることによる波形劣化のパワーペナルティ δPを アイ開口劣化によ り求めたものであ

る[36]。 △λF/△λLD<2の 領域で急激 にパ ワーペナルティ δPが 大きくなる ことが分かる。

図2.8は 送信光源のスペク トルが波長 フィルタにより、削 られることによる光パワー損失 δLを 、

波長フィルタの半値全幅(FWHM)△ λFと 送信光源の半値全幅(FWHM)△ λLDの 比 に対 して求めた

ものである。光パ ワー損失 δLが1dB以 下でるためには、△λF/△λLD>3で ある必要がある。

以 上 の結 果 よ り、 波 長 フ ィル タの 帯域 制 限 に よ る シス テ ム 設 計 上 の 影 響 を考 慮 す る と、

△λF/△λLD>3～4が システム設計上の指針 となる。

2.4.4光 源 と波長フィルタの波長分割多重(WDM)シ ステムへの適用要件

本節では、代表的な波長分割多重(WDM)用 光源 とフィルタ についてまとめた。また、前節では、

光源 とフィルタの動作モー ド(固 定波長,可 変波長)に よ り、WDMシ ステムを分類し、 各 システムに

要求される波長チャネル数 について述べた。使用可能な波長チャネル数は、単純に言えば多い方が良い

が、よ り多くの波長チャネル数を確保できる技術,デ バイスは、よ り高価で もある。システム側では、

現状のデバイス(光 源、フィルタ)を使 いこな して、必要とされるシステムを構築することが課題となる。

デバイス側では、低価格のデバイスでより多 くの波長チャネルが利用できる様 にすることが、あるいは、

システム側が要求するデバイスを適切な価格で提供することが課題 となる。特 に、可変波長 フィルタが

低価格で供給 されれば、WDMシ ステムの適用範囲がより広が り、WDMシ ステムがよ り普及するもの

と考えられる。

また、可変波長光源および可変波長フィルタにおいては、適用するシステムにも依存するが、波長切

換え時間が重要になる。波長切換え時間も短ければ短いほど良いが、 より短い波長切替え時間を確保で

きる技術,デ バイスは、より高価で もある。回線交換的なシステムでは、短い波長切換え時間を要求 さ

れることは、比較的少ないと考えられが、パケッ ト交換的なシステムでは、比較的短 い波長切換え時間

を要求 される。通常は、パケ ッ ト長に対 して数%の カー ド時間を設ける ことによ り、システム的 にデバ

イスに対する波長切換え時間の仕様を緩和 している。半導体 レーザの場合、波長可変範囲にもよるが、

波長切換え時間は、数ns～ 数 μsで ある。可変波長 フィルタの場合、 波長切換え時間は動作原理 に依存

し、表2.3に 示す様 に、数ns～ 数十msの 範囲に及ぶ。

前節のWDMシ ステムの分類において、固定波長光源と固定波長フィルタの組合せに分類されるポイ

ン ト・ツー・ポイン トには、光源としてDFBレ ーザが、波長MUX,DMUX(波 長 フィルタ)と してAWG

が用 いられる。現状では、 多重度の多いもので、160波 長多重のシステムが実現されている。同 じく固

定波長光源 と固定波長フィルタの組合せに分類されるWDMAシ ステムにも、光源 としてDFBレ ーザが、



波長DEMUX(波 長 フィルタ)と してAWGが 用いられる。加入者系やLANな どへの応用で必要とされ

る16～32波 長多重以上の波長多重度を確保できる。

固定波長光源 と可変波長フィルタの組合せに分類される信号分配システム には、光源 としてDFBレー

ザが、波長MUXと して3dBカ プラを多段に接続 したスターカプラが、可変波長フィルタと して、誘電

体多層膜フィルタ,フ ァブリペローフィルタ,AOフ ィルタなどが用いられる。例えば、第4章 で述べる

放送局向けの映像信号分配光ネ ッ トワークでは、μsオ ーダで波長切変えが可能な波長 フィルタを用 い

れば、映像信号のブランキ ング切換えが実現できる。このため、AOフ ィルタなどの μsオ ーダでの波長

切変えが可能な波長 フィルタの商用化が期待 される。WDMA(Wavelength Division Multiple Access)シ

ステムには、光源 と してDFBレ ーザが、波長多重部(MUX)と して3dBカ プラや誘電体多層膜フィル

タが、可変波長 フィルタとして、誘電体多層膜フィルタ,フ ァブ リペローフィルタ,AOフ ィルタな ど

が用いられる。加入者系やLANな どへの応用で必要 とされる16～32波 長多重以上の波長多重度を確保

できる。この場合、可変波長フィルタの波長を比較的短い時間で切換えるのであれば、WDMAで は無く、

TDMA(Time Division Multiple Access)な どを用いる方が有利と考え られる。 したが って、このシステム

は、回線交換的な応用に限定され、 可変波長 フィルタには、高速な波長切変えは、要求 されないと考え

られる。

可変波長光源と固定波長フィルタの組合せに分類される波長ラベル(波 長ア ドレス)を 用いたシステ

ムには、光源として各種の半導体可変波長レーザが、固定波長フィルタとして、誘電体多層膜フィルタ

などが用いられる。このシステムには、大きな波長多重度が期待されるが、現状で得られる波長多重度は、

可変波長光源の可変範囲に制限され、十数波長から数十波長程度である。このシステムの場合、回線交

換的な応用とパケット交換的な応用の両方が考えられる。パケット交換的な応用の場合、システム性能

は、可変波長光源の波長切換え時間の制限を受ける。可変波長光源として、半導体レーザを用いる場合、

システム性能は、半導体レーザの波長切換え時間(数ns～ 数μs)の 制限を受ける。第6章 では、複数

の光源と光スイッチを用いることで、半導体レーザを単独で用いる場合の制限を緩和する方法を提案す

る。

可変波長光源 と可変波長 フィルタの組合せに分類 され るDA-WDMA(Demand Assign Wavelength

Division Multiple Access)シ ステムには、光源 として各種の半導体可変波長 レーザが、 可変波長フィルタ

として、誘電体多層膜 フィルタなどが用い られ る。現状のDA-WDMAシ ステム に要求され る十数波長か

ら数十の波長多重度が得 られる。可変波長光源と可変波長フィルタの双方の波長 を高速 に切換えるシス

テムも考え られるが、制御が難 しくなるため、 当面は、 第3章 で提案する様な回線交換的な応用か

ら実用化 されるものと考え られる。

WDMシ ステムと光源および波長 フィルタの関係を表2.4に まとめた。固定波長光源 と固定波長 フィ

ルタの組合せ に分類 され るポイン ト・ツー ・ポイン トにおいては、約160の 波長チ ャネル数が利用可能で

あ り、現状の要求をある程度満足 している。今後、光源,フ ィルタ,そ の他の技術の向上 により、よ り

多 くの波長チャネルが利用できる様 になることが期待 され る。固定波長光源 と可変波長 フィルタの組合

せに分類 される信号分配システムにおいては、大きなシステムでは、256近 くの波長チャネル数が要求



表2.4波 長分割多重(WDM)シ ステムと光源,波 長 フィルタの組合

される。可変波長フィルタの可変範囲が波長チャネル数の主な制限要因である。可変波長フィルタの性

能向上 によ り、よ り多くの波長チャネルが利用できる様 になることが期待され る。可変波長光源と固定

波長フィルタの組合せに分類 される波長ラベル(波 長ア ドレス)シ ステムにおいては、可変波長光源の

可変範囲が波長チャネル数の主な制限要因である。可変波長光源の性能向上によ り、よ り多くの波長チャ

ネルが利用できる様 になることが期待 される。

2.5結-本 論文で提案するシステムの位置付 け-

本 章では、最初 に、光ロー カル エ リアネ ッ トワー クに適用 され る主な多重化技術についてまとめた

(表2.5)。 これ ら多重化技術の中で、波長分割多重(WDM)は 、実用性と広 い応用性を持ち、今後

も重要な多重化技術 となる。

次 に、光源 と波長 フィル タの動作モー ド(固 定波長,可 変波長)に よ り、WDMシ ステムを分類 し、

各システムの特長および要求される波長チ ャネル数 について述べた(表2.6)。

次 に、これ らWDMシ ステムに用いられる代表的な(固 定波長,可 変波長)光 源と(固 定波長,可 変

波長)フ ィルタについてまとめた(表2.7,表2.8)。

次に、WDMシ ステムにおいて、波長 フィルタに要求 される特性 について検討 した。波長フィルタの

透過特性を ローレンツ関数で近似 し、その半値全幅(FWHM)を △λFす ると、第4章 のアイパターン

シミュレーシ ョンの結果よ り、WDM波 長間隔は、2.5△ λF以 上である必要がある。 また、 レーザ波長

と波長フィルタの透過波長 ピークの相対誤差が波長間隔の10%以 下である必要がある。

一方、送信光源のスペク トルが波長フィルタによ り削 られることによる波形劣化のパ ワーペナルテ ィ

と送信光源のスペク トルが波長 フィルタ によ り削られ ることによる光パ ワー損失から、波長 フィルタの

半値全幅(FWHM)△ λFと 光源の半値全幅(FWHM)△ λLD比 について、 ΔλF/ΔλLD>3～4が シス

テム設計上の指針 となることを示 した。

更に、分類 したWDMシ ステム毎に、適用可能な光源 と波長 フィルタについて検討 し、WDMシ ステ

ムと光源および波長 フィルタの関係を表2.4に まとめた。



表2.5光 ローカルエ リアネ ッ トワークに適用される次の主な多重化技術

表2.6光 源 と波長フィルタの動作モー ド(固 定波長,可 変波長)に よるWDMシ ステムの分類

表2.7波 長分割多重(WDM)用 光源

表2.8波 長分割多重(WDM)用 フィルタ



本節では、次に、本論文で提案する各光ネ ットワークについて、 光源とフィルタか ら見た波長分割多

重(WDM)シ ステムの分類における位置付について述べる。表2.4に 、本論文の対応する章番号を記

した。

第3章 では、DA-WDMA(Demand Assign Wavelength Division Multi-Access)を 用いた光LANを 提案す

る。本光LANは 、既存の標準光LANと これに付加 されるWDチ ャネルか ら構成 される。DA-WDMA部

分は、可変波長光源 と可変波長フィルタを用 いるWDMシ ステムに属する。第3章 で提案する光LANは 、

このDA-WDMAシ ステムと既存の光LANを 組合せた ところに特長がある。

第4章 では、放送局向のWDM映 像信号分配光ネ ッ トワークについて述べる。本光ネ ッ トワークは、

放送局 内の回線セ ンタから、WDMに よ り多チャネルで大容量な映像信号を放送局内各所(ス タジ副調

整室,VTR室 な ど)へ 分配 し、分配先で必要な映像信号を 自由に選択受信するシステムである。固定波

長光源 と可変波長フィルタを用いるWDMシ ステムに属する。また、分散配置型の トポ ロジーを用いた

同光ネ ットワークの応用型は、スター 型光LANと みなす ことができる。

第5章 で は 、 加 入 者 ネ ッ トワー ク へ の 適 用 が 期 待 で き るU-FDMA/D-TDM(Upstream-Frequency-

Division-Multiple Access/Downstream-Time-Division-Multiplexing)光 マルチ ア クセス ネ ッ トワー クを提案

す る。本 ネ ッ トワー クでは 、上 りのマル チ アクセ スは、FDMA(Frequency Division Multi-Access)に よ り

実現 され る。 また、 下 りのTDM(Time Division Multiplexing)通 信 は、 放 送 モー ドで ブ ロー ドバ ン ドサー

ビス を提供 す る。 上 りの通 信 の受信 器 で発生 す る光 ビー ト雑 音 を避 ける一 つの 方法 と してWDMを 用 い

る方法 と送 信光源 に広 い光ス ペ ク トル 幅を持 つSLD(Superluminescence Laser Diode)を 用 いる方法 が

考 え られ る。本光 ネ ッ トワー クは 、WDMシ ス テム を補 間す るその他 の システ ム に分 類 され る。また 、本

ネ ッ トワーク によ り光LANを 構成 す る こと も可 能で あ る。

第6章 で は、波 長 ア ドレス を用 いたパ ケ ッ ト転送 光ネ ッ トワークを提 案す る。本 光 ネ ッ トワー クは、

可 変波 長光源 と固定波 長 フ ィル タ を用 いるWDMシ ステ ム に分 類 され る。第6章 では、 本 シス テム にお

いて重 要な 要素技 術 とな る高速 波長 切換 え光源 につ いて も提案 す る。本 光ネ ッ トワー ク によ り、第1章

で 述べ た転送 ネ ッ トワー クを構成 する こ とが 可能で あ る。また 、本 光ネ ッ トワー クは、 光LANと みな す

こ とが で きる。
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